
 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

介
護
保
険
料
値
上

げ
、
過
去
最
大 

新
年
度
か
ら
３
年
間
の

介
護
保
険
料
の
値
上
げ
が

提
示
さ
れ
ま
し
た
。 

市
川
市
の
介
護
保
険
料

の
値
上
げ
率
は
、
０
３
年

は
１
０
，
５
％
、
０
６
年

は
１
７
，
８
％
、
１
２
年

は
２
１
，
４
％
で
、
始
ま

っ
た
２
０
０
０
年
時
に
比

べ
て
１
６
４
％
の
負
担
増

に
な
り
、
過
去
最
大
で
す
。 

値
上
げ
の
理
由
に
つ
い

て
市
は
、
高
齢
者
の
増
加

に
よ
る
介
護
給
付
増
、
特

別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
２
５

０
床
の
開
設
、
介
護
職
員

報
酬
１
，
２
％
ア
ッ
プ
等

を
あ
げ
、
所
得
段
階
を
１

７
段
階
に
増
や
し
、
低
所

得
層
に
配
慮
し
た
と
説
明

し
て
い
ま
す
。 

新
年
度
予
算
、
前

年
比
３
６
億
円
増 

新
年
度
予
算
は
、
一
般
会

計
、
特
別
会
計
合
わ
せ
た
全

会
計
で
前
年
比
３
６
億
１

７
０
０
万
円
増
、
２
１
２
９

億
８
０
０
０
万
円
で
す
。
予

算
の
主
な
も
の
に
つ
い
て

は
裏
面
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。 

清
水
み
な
子
市
議
、

桜
井
雅
人
市
議
が
党
市

議
団
の
予
算
代
表
質
疑

を
行
い
ま
す
。 

（
裏
面
参
照
） 

 

市
川
市
の
定
例
２
月
市
議
会
が
１
３
日
か
ら
始
ま
り

ま
し
た
。
市
長
提
案
議
案
は
、
条
例
２
０
件
、
予
算
１
７

件
、
契
約
３
件
、
諮
問
や
報
告
等
１
２
件
、
計
５
２
件
で

す
。
新
年
度
予
算
で
は
、
介
護
保
険
料
の
値
上
げ
が
提
案

さ
れ
て
い
ま
す
。
党
市
議
団
は
、
市
民
の
く
ら
し
第
一
の

市
政
実
現
の
た
め
、
予
算
質
疑
、
一
般
質
問
で
が
ん
ば
り

ま
す
。
ご
意
見
も
ぜ
ひ
、
お
寄
せ
下
さ
い
。 

 

 2月 13日 施政方針、議案説明 

2月 21日～27日 予算代表質疑 

 28日～3月 2日  常任委員会 

3月 5・6日    休会  

7日 委員長報告・議案採決後、

一般質問 3人 

～16日 一般質問終了後、閉会 

 

高
齢
者
が
増
え
て
給
付

が
増
え
れ
ば
保
険
料
が
上

が
る
と
い
う
の
は
、
公
助

を
減
ら
し
「
自
助･

共
助
」

を
基
本
に
し
た
介
護
保
険

制
度
の
矛
盾
で
す
。 

生
活
が
苦
し
い

が
５
割 

市
川
市
が
２
０
１
０
年

に
行
っ
た
市
民
意
向
調
査

で
は
、「
生
活
が
苦
し
い
」

が
５
割
を
占
め
て
い
ま

す
。
６
５
歳
以
上
の
方
は

国
保
税
も
介
護
保
険
料
も

市
県
民
税
も
否
応
な
く
年

金
天
引
き
で
す
。
さ
ら
に

年
金
引
き
下
げ
や
消
費
税

増
税
も
見
込
ま
れ
る
中
、

大
幅
な
保
険
料
値
上
げ
は

痛
手
で
す
。 

低
所
得
者
層
の

値
上
げ
止
め
、
減

免
制
度
周
知
を 

日
本
共
産
党
は
、
せ
め

て
低
所
得
の
第
３
段
階
ま

で(

下
表
参
照)

の
保
険
料

を
据
え
置
き
、
保
険
料
の

減
免
制
度
の
周
知
徹
底
を

す
る
よ
う
、
提
案
し
ま
す
。 

                                                                                                                                             

平成２１～２３年度 平成２４年～２６年度 

所得段階 対象者 月額保険料 所得段階 対象者 月額保険料 値上げ額 

第１ 生活保護・老齢年金市民税世帯非課税 1,920円 第１ 左に同じ 2,095円 175円 

第２ 世帯全員市民税非課税所得８０万以下 1,920円 第２ 左に同じ 2,095円 175円 

第３ 
世帯全員が非課税で、第２段階以外の

方 
2,880円 

第３ 世帯全員非課税・所得８０～120万、 3,025円 145円 

第４ 世帯全員非課税・所得１２０万以上 3,260円 380円 

第４ 本人市民税非課税・所得８０万以下 3,375円 第５ 左に同じ 3,865円 490円 

第５ 本人市民税非課税・所得８０万以上 3,840円 第６ 左に同じ 4,660円 820円 

第６ 本人市民税非課税・所得１２５万以下 4,335円 第７ 左に同じ 5,265円 930円 

第７ 本人市民税非課税・所得 125～２００万 4,800円 第８ 左に同じ 5,825円 1,025円 

第８ 本人所得２００万～３００万円未満 5,375円 第９ 左に同じ 6,990円 1,615円 

第９ 本人所得３００万～４００万円未満 5,760円 第１０ 左に同じ 7,455円 1,695円 

第１０ 本人所得４００万～５００万円未満 6,145円 第１１ 左に同じ 7,920円 1,775円 

第１１ 本人所得５００万～８００万円未満 7,105円 
第１２ 本人所得５００～６００万未満 8,850円 1,745円 

第１３ 本人所得６００～７００万未満 9,320円 2,215円 

第１４ 本人所得７００～８００万未満 9,785円 2,680円 

第１２ 本人所得８００万～１０００万円未満 7,680円 
第１５ 本人所得８００～９００万未満 10,250円 2,570円 

第１６ 本人所得９００～１０００万未満 10,715円 3,035円 

第１３ 本人所得１０００万円以上 8,065円 第１７ 左に同じ 11,180円 3,115円 

 

請
願
署
名
提
出
の

締
め
切
り
は
、
２
月

２
４
日(

金)

午
後

３
時
で
す
。 

 

 

 

 

  

                 



   

 

  

  

 

 

  

 

 

  

 

 

 

  

 

  

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

     

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

・外環道路について、9 か所のジャンクション等の影響

と住民参加での意見徴収、土地収用問題について 

○地域経済活性化について 
・産業振興基本条例について 

・商店街の振興策について 

○行徳臨海部の街づくりについて 
・干潟の再生（人工干潟）を県に要望するとあるが、猫

実川河口域の環境への影響をどう認識しているのか 

・塩浜駅前の区画整理による街づくりは、３，１１震災

を教訓に見直しはしないのか。 

○国際交流について 
・フランスのイッシー・レ・ムリノー市と新たに都市締

結する必要性、緊急性について 

・アメリカのガーデナ市との姉妹都市 50 周年記念のた

めのアメリカ公式代表団の派遣について、被災地への

市民ボランティア派遣を組織する等、他に優先するべ

きではないか 

○議案 46号 市長、副市長、教育長の期末手当、
勤勉手当削減について 
○議案 47，48号  一般職員の住宅手当削減、
現給保障の廃止について  
・経過と影響について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（
１
）
東
日
本
大
震
災
対
応 

２
億
２
６
７
１
万
円 

①
災
害
復
旧
関
連
土
木
事
業 

②
放
射
線
市
民
講
座
、

学
校
給
食
モ
ニ
タ
リ
ン
グ 

③
避
難
者
住
宅
支
援
、
被

災
分
譲
マ
ン
シ
ョ
ン
支
援 

④
地
域
防
災
計
画
策
定 

（
２
）
大
型
建
設
事
業 

１
１
９
億
２
５
９
３
万
円 

①
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
延
命
化 

②
都
市
計
画
道
路

３
・
４
・
１
８
号
整
備 

③
本
八
幡
駅
北
口
再
開
発 

④

市
営
住
宅
、
保
健
セ
ン
タ
ー
耐
震
事
業 

⑤
東
京
ベ

イ
・
浦
安
市
川
医
療
セ
ン
タ
ー
整
備 

⑤
庁
舎
整
備 

（
３
）
市
民
生
活
の
安
心
安
全 

２
４
７
億
８
５
０

万
円 

①
自
治
会
防
犯
対
策
、
青
色
パ
ト
ロ
ー
ル
推
進 

②
障
害
者
自
立
支
援
給
付
、
通
所
給
付 

③
生
活
保
護

扶
助 

④
子
ど
も
の
た
め
の
手
当
支
給 

⑤
高
齢
者
雇

用
促
進
、
若
年
者
就
労
支
援 

⑥
道
路
舗
装
、
側
溝
整

備 

⑦
河
川
改
修
、
排
水
路
整
備 

⑧
消
防
通
信
業
務

管
理
、
消
防
車
両
整
備 

⑨
国
分
小
、
第
４
中
学
校
建

て
か
え
、
中
国
分
小
学
校
舎
借
上
げ 

 

（
４
）
時
代
に
即
し
た
事
業 

５
億
５
７
０
０
万
円 

①
自
治
会
等
集
会
施
設
整
備 

②
子
育
て
応
援
サ
イ
ト

事
業 

③
住
宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
助
成 

④
い

ち
か
わ
援
農
隊
育
成
事
業 

⑤
学
校
情
報
化
、
コ
ン
ピ

ュ
ー
タ
ー
教
育
振
興
事
業 

⑥
新
井
小
学
校
放
課
後
保

育
ク
ラ
ブ
建
物
借
上
げ 

（
５
）
市
民
負
担
の
軽
減 

４
４
億
４
０
５
６
万
円 

 

①
子
ど
も
の
医
療
費
助
成 

②
妊
婦
乳
児
健
康
診
査
、

予
防
接
種 

③
私
立
幼
稚
園
就
園
奨
励
費
補
助
、
幼
稚

園
類
似
施
設
園
児
補
助 

④
学
校
給
食
費
負
担
軽
減 

（
６
）
市
長
公
約
関
連 

８
億
２
４
７
６
万
円 

 

①
市
政
戦
略
会
議 

②
ガ
ー
デ
ニ
ン
グ
・
シ
テ
ィ
推
進 

③
簡
易
保
育
園
園
児
補
助
、
保
育
園
補
助 

④
保
育
園

整
備 

⑤
狭
あ
い
道
路
、
ま
ご
こ
ろ
道
路
対
策 

⑥
京

成
本
線
立
体
化 

⑧
京
成
踏
切
道
内
改
修 

⑨
公
園
緑

地
施
設
整
備 

      

 

○震災対策について 
・市川市の地域防災計画の見直しについて 

・住宅やブロック塀等の耐震対策について 

・庁舎整備、小中学校耐震対策、自然エネルギー問題等 

○放射能対策について 
・原発、放射能対策に対する市長の基本的考え 

・放射性物質の除染対策、線量測定器の貸し出し等 

○行財政改革について 
・正規職員削減と臨時職員の増大の影響について 

・市政戦略会議、事業仕分けについて 

○子育て支援について 
・保育園待機児 950人に対し、新年度 111名、来年度 160

名定員増の計画では待機児解消にならない。公約を守

り、増設計画を早めるべきではないか。 

・簡易保育園への補助、保護者負担軽減について 

・認証保育園の検討は保育水準の低下にならないか 

○学校教育について 
・学校給食の現物給付と 3人目以降の無料化について 

・学校でのＩＣＴ推進は現場の要求なのか、長時間勤務

の軽減につながるのか 

○高齢者福祉について 
・介護保険料値上げの影響と低所得者への負担軽減策 

・24 時間 365日巡回の介護事業を新年度導入するが、サ

ービス提供の事業所や人材の体制はあるのか 

○まちづくりについて 
・地域に散在する空き家の防災・衛生面の対策 

・ガーデニング課を立ち上げ推進する緊急性について 

★一般会計 1,338億円（前年比 12億円増）特別会計も合わせた全会計 2,129億 8,000万円（前年比 36億 1,700万円増） 
 

 

一般質問の内容、日程に
ついては次回の議会報告
でお知らせします。 


